
納付金・標準保険料率算定フロー（改訂版）
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▲前期高齢者交付金

▲退職者前期調整額

＋前期高齢者納付金等

×{β・（応能シェア）＋（応益シェア）}／（１＋β） ×{β・（応能シェア）＋（応益シェア）}／（１＋β）

×γ ×γ

▲激変緩和用の特例基金（各市町村への取崩分） ▲激変緩和用の特例基金（各市町村への取崩分）

±後期高齢者支援金精算額 ±介護納付金精算額

◎

◎

①都道府県標準保険料率 ①都道府県標準保険料率 ①都道府県標準保険料率

（国の基準）2方式 （国の基準）2方式 （国の基準）2方式

②市町村標準保険料率 ②市町村標準保険料率 ②市町村標準保険料率

（県の基準）3方式 （県の基準）3方式 （県の基準）3方式

③市町村標準保険料率（市町村算定方式） ③市町村標準保険料率（市町村算定方式） ③市町村標準保険料率（市町村算定方式）

（各市町村の基準）3方式、4方式 （各市町村の基準）3方式、4方式 （各市町村の基準）3方式、4方式

▲財政安定化支援事業

▲決算補填等以外の目的の法定外一般会計繰入分

↓
↓

医療分 後期高齢者支援金 介護納付金

医療費等推計　※県全体 後期高齢者支援金等推計　※県全体 介護納付金推計　※県全体

↓ ↓

後期高齢者支援金等（一般分）【A'】　※県全体 ↓

↓
↓
↓
↓

▲後期高齢者支援金負担金

↓ ↓ ↓

↓ ↓

後期高齢者支援金等（一般分・退職分）【A】 ※県全体 介護納付金（一般分・退職分）【A】　※県全体

↓ ▲激変緩和用の特例基金（取崩分）

保険給付費（一般分）【A】　※県全体

▲県繰入金（1号分）

▲国・普通調整交付金

▲介護納付金負担金▲後期高齢者支援金（退職分）

▲激変緩和用の特例基金（取崩分）

▲県繰入金（1号分）

▲国・普通調整交付金

▲病床転換支援金（退職分）

↓

↓ ↓
↓ ↓
↓ ↓

↓ ↓

↓ ↓
↓ ↓
↓ ↓
↓ ↓
↓ ↓

保険料収納必要総額【B】　※県全体 保険料収納必要総額【B】　※県全体

納付金算定基礎額【C】　※県全体

↓（市町村毎に按分） ↓（市町村毎に按分）

±前期高齢者交付金・納付金精算額 ↓
↓ ↓ ↓

納付金算定基礎額【C】　※県全体 納付金算定基礎額【C】　※県全体

▲地方単独事業の減額調整分

＋特別高額医療費共同事業負担金

＋高額医療費負担金（国・県負担金）

↓（市町村毎に按分）

×{１＋α・（年齢調整後医療費指数－１）}

確
定
納
付
金

退職被保険者等分の納付金【dt】 退職被保険者等分の納付金【dt】

＋退職被保険者等分の納付金【dt】 ＋退職被保険者等分の納付金【dt】

＝各市町村納付金分（一般分）【d】

↓ ↓ ↓

調整後の標準保険料率の算定に必要な 調整後の標準保険料率の算定に必要な 調整後の標準保険料率の算定に必要な

当該市町村の確定納付金【dfinal】

－保険基盤安定繰入金相当分（退職分）

↓ ↓ ↓

保険料総額【e'】 保険料総額【e'】 保険料総額【e'】

当該市町村の確定納付金【dfinal】 当該市町村の確定納付金【dfinal】

＝各市町村納付金分（一般分）【d】

保
険
料
収
納
必
要
総
額

【
B

】

▲特別高額医療費共同事業負担金

▲高額医療費負担金

×γ

▲国・特別調整交付金（県分）

▲国・普通調整交付金（地単事業減額調整後）

＋県の事業費

＋財政安定化基金積立金(県全体の返済分・補填分)

＋特別高額医療費共同事業拠出金

▲激変緩和用の特例基金（取崩分）

▲保険者努力支援制度（県分）

▲過年度調整（納付金の過多）

▲療給負担金（基盤安定繰入金控除後・地単事業減額調整後）

▲特別高額医療費共同事業負担金

▲特別高額医療費共同事業交付金

▲高額医療費負担金（国・県負担金）

▲県繰入金（1号分、地単事業減額調整後）

↓

↓

納
付
金

【
d

】

納
付
金
基
礎
額

【
c

】

▲暫定措置

保険料収納必要総額【B】　※県全体

前期調整後保険給付費【A'】　※県全体

↓ ↓

±後期高齢者支援金精算額 ±介護納付金精算額

↓
↓

↓
↓

×{β・（応能シェア）＋（応益シェア）}／（１＋β）

▲暫定措置

↓

▲保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

↓ ↓

↓ ↓

（広域化等支援基金の返済分含む）

＋財政安定化基金積立金（各市町村の返済分・補填分）

＋地方単独事業の減額調整分

↓ ↓

各市町村ごとの納付金基礎額【c】 各市町村ごとの納付金基礎額【c】 各市町村ごとの納付金基礎額【c】

↓

↓ ↓

▲県繰入金（2号分）（算定可能な分）

▲県による地単事業分

＋県の事業費（市町村別加算分）

＋審査支払手数料

▲国・特別調整交付金（算定可能な分）

▲保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

↓ ↓
↓ ↓
↓ ↓

↓

▲保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

▲激変緩和分（県繰入金1号分の一部）

↓

▲国・特別調整交付金（県分のうち市町村重点配分分）

▲保険者努力支援制度（県分のうち市町村重点配分分）

↓

各市町村の納付金（一般分）【d】 各市町村の納付金（一般分）【d】 各市町村の納付金（一般分・退職分）【d】

±前期高齢者交付金・納付金精算額

▲激変緩和分（県繰入金１号分の一部） ▲激変緩和分（県繰入金１号分の一部）

▲暫定措置

＋条例減免に要する費用

＋その他保険給付

＋育児諸費

＋葬祭諸費

＋出産育児諸費

＋直診勘定操出金

＋保健事業

▲過年度の保険料収納見込み

↓ ↓

↓ ↓

▲出産育児一時金（法定繰入分）

▲過年度の保険料収納見込み

▲特定健康診査等負担金

▲保険者努力支援制度（市町村分）

↓
↓ ↓

↓

↓ ↓
↓

＝各市町村納付金分（一般分・退職分）【d】

×標準的な収納率

＝Σ(各退職被保険者等世帯×市町村標準保険料率) ＝Σ(各退職被保険者等世帯×市町村標準保険料率)

×標準的な収納率

↓ ↓ ↓

↓ ↓
＋予備費（保険料財源分）

　　－保険基盤安定繰入金相当分（退職分） 　　－保険基盤安定繰入金相当分（退職分）

＋特定健康診査等に要する費用

÷標準的な収納率 ÷標準的な収納率 ÷標準的な収納率

標準保険料率の算定に必要な保険料総額【e】 標準保険料率の算定に必要な保険料総額【e】

保
険
料
総
額

【
e

】

標準保険料率の算定に必要な保険料総額【e】

標
準
保
険
料
率

↓

↓ ↓
↓

↓
↓
↓
↓

▲激変緩和用の特例基金（各市町村への取崩分）

↓

↓

↓
↓

↓

↓↓
↓ ↓

↓ ↓

▲過年度の保険料収納見込み

【資料３－１】


